
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































具体的施策 内容 担当省庁 備考
建築物のバリアフリー化
の促進
段差の解消等
　（目標）2000㎡以上の特別特定建築物の総
ストックの内，ハートビル法に基づく利
用円滑化基準を満たす者の割合４割
国土交通省
ハートビル
法対応
公共交通機関のバリアフ
リー化の促進
旅客施設や車両等の段差の解消等
　（目標）旅客施設　100%　車両30％
　ノンステップバス20％～ 25％
　船舶　50％　航空機　40％
国土交通省 交通バリア
フリー法対
応
歩行空間のバリアフリー
化の促進
道路のバリアフリー対応型信号機整備，歩
道段差，勾配等の改善
　（目標）　道路　50%　信号機　80％
国土交通省
警察庁
交通バリア
フリー法対
応
あんしん歩行エリアの整
備
エリア内の死傷事故抑止対策
（目標）20％
国土交通省
警察庁
安心・快適な道路交通環
境の整備
歩道・自転車道等の通行空間整備，自転車
駐車場整備，子どもの視点に立った歩道の
補修改善
国土交通省
都市公園のバリアフリー
化等の推進
公園内の段差の解消，安全確保＊ 国土交通省
河川空間のバリアフリー
化の推進
憩い楽しめる河川空間の創出とバリアフ
リー化＊
国土交通省
海岸保全施設のバリアフ
リー化
海辺に近づき身近に自然とふれあえるため
の海岸保全施設バリアフリー化＊
国土交通省
農林水産省
歩車分離式信号の運用の
推進
歩行者と車両の通行を時間的に分離する信
号制御の運用推進
警察庁
建築物における事故防止
対策の推進
建築物等の安全対策，こどもが安心して利
用できる環境整備
国土交通省
劇場等において，乳幼児
同伴に配慮した区画され
た観覧室の設置の促進
劇場で周囲に気兼ねなく観覧できる区画さ
れた観覧室設置推進
国土交通省
子育てバリアフリーの意
識啓発等の推進
子育てバリアフリーマップの作成・配布
交通バリアフリー教室の開催やバリアフ
リーボランティア普及
「心のバリアフリー社会」の実現
　（目標）子育てバリアフリーマップの取り
組みを全市町村で浸透
厚生労働省
国土交通省
輸送分野における子育て
支援活動の推進
タクシー事業者と子育て支援センター等の
連携でのＳＴＳの実証実験
国土交通省
育児にかかる製品の安全
性の確保
製品に関する事故情報の収集・調査の実施 経済産業省
１）旅客施設は１日の平均利用者数5000人以上の施設
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会社と子育て支援センター等が連携しての輸送サービスとなりさらに応援プラ
ンにおいては大綱のめざす「輸送サービスの実証実験」がその内容として示さ
れた。プラスワンで目指した多項目の輸送サービスの実現の難しさ等により、
応援プランにおいてはまずは実現に向けての実証実験から開始する姿勢が伺え
る。
　育児グッズについては、安全性の確保のみが示された。
分析７）　2006年『新しい少子化対策について』
　2006年６月『新しい少子化対策について』（少子化社会対策会議決定）にお
いて、新たな少子化対策の視点として、社会全体の意識改革や各発達段階ごと
の対策、働き方の改革、国民運動の推進、安全対策等についてはふれられてい
るものの、子育てバリアフリーと言われた点についての言及はない。よって新
しい少子化対策の構造分析は行わなかった。都市環境整備に関しては、未就学
期の⑧子どもの事故防止策の推進、小学生期の②スクールバスの導入など、学
校や登下校時の安全対策、その他の重要な施策の中での家族用住宅、三世代同
居・近居の支援のみとなっている。新しい少子化対策について自体が提言を多
く含む性質のものであること、社会意識の改革等に焦点化していることなどか
ら、都市環境整備に関してはプラスワン及び応援プランで十分に対応が進んで
いるとして触れていないのではないかと考察もできよう。
分析８）2007年『子どもと家庭を応援する日本』重点戦略会議
　少子化社会対策会議は2007年２月『子どもと家庭を応援する日本』重点戦略
会議（2007）閣僚と有識者で構成され少子化社会対策推進会議は廃止、重点戦
略検討会議へと移行された。提言としては①働き方の見直しによるワークライ
フバランスの実現、②保育サービスなどの包括的な次世代育成支援の枠組みの
構築の両方が推進されることが欠かせないとの概念の元に、未来への投資とし
て効果的な財政投入の必要性を訴えた。よって、待機児童の解決や地域の子育
て支援活動の充実が不可欠であるとされている。ここで現物支給という考え方
の導入が注目され、具体的には保育所や放課後児童クラブなど保育サービスの
提供等が重点的な戦略が必要であるとされている。
158 吉　田　ゆ　り
　図７に示す通り、都市環境整備に関わる記述は非常に一部である。その位置
づけは少子化対策の“外延”とされ、原因のひとつであるとは言えるが今回の
重点戦略の対象となるものではなく“課題”として示されたにすぎない。
分析９）2009年　子ども・子育てビジョン
　子どもと子育てを応援する社会に向け、子どもが主人公（チルドレン・ファー
スト）、少子化対策から子ども・子育て支援へ、生活と仕事と子育ての調和の
３つを基本コンセプトに発表されたのが子ども・子育てビジョンである。
　子ども・子育てビジョンでは、住宅、居住地、子育てバリアフリー、道路、キッ
ズデザインの5つがキーワードとして抽出された。キーワードそのものは目新
しいものではないが、それぞれが新しい視点及び取組を行うところに特徴があ
る。住宅に関しては、子どもの成長に合わせた増改築や改修のための融資と税
制優遇がうたわれた。今まではバリアフリー住宅として融資可能であったのは
「もとより少子化対策の外延は広範にわたり，産科，小児科医の確保，奨学金や就学前教育費の保
護者負担の軽減については，他の会議等でも検討が進められている。また，重点戦略策定に向け
た議論の過程においては，職住近接などの住環境の問題，子育て家庭が移動しやすい交通の問題
等についても課題として指摘された（下線部は筆者が追記）
図7　子どもと家庭を応援する日本重点戦略会議提言における都市環境整備に関わる部分
３．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ
　⑽子どもが住まいやまちのなかで安全・安心にくらせるように
抽出された　
キーワード　
住宅　　　　　
居住地　　　　　
子育てバリアフ
リー
道路
キッズデザイン
新しい視点・取組
子どもの成長にあ
わせた増改築や改
修のための融資・
税制
居住安定確保に資
する先導的取り組
みにかかる提案を
募集
都心居住
街なか居住
キッズデザインの
推進



《子育てに適した住宅・居住環境の確保を図る》
□融資，税制を通じた住宅の取得等の支援
□良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進
□公的賃貸住宅ストックの有効活用等による居住の
安定の確保
□公的賃貸住宅と子育て支援施設との一体的整備等
の推進
　・先導的取り組みにかかる提案を募集，実現普及
の支援
□まちなか居住等の推進
《安全に安心してくらせるよう，子育てバリアフリー
などを推進する》
□子育てバリアフリーの推進
□道路交通環境の整備
□交通安全教育等の推進
□子ども目線のものづくりの推進（キッズデザイン
の推進）














図8　子ども・子育てビジョンの都市環境整備の構造分析
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特に高齢者や肢体不自由等の障害を持つ場合に限られており、子育てが対象と
なったのは初めてである。居住地に関しては、職住近接のための住宅地開発等
ではなく、都心・街なかへの居住をすすめる方向へと転換し、さらに居住地の
安定確保に向けての提案を広く募集する方法を採っている。行き詰った感のあ
る居住地対策への打開策であろう。さらに育児グッズという考え方から子ども
目線のものづくりとしてキッズデザインの推進が明記された。これは、育児用
品製作のみならず、子育てバリアフリーの充実において授乳室や子どもトイレ、
手すりやベビーカーなど移動に関わる製品等、都市環境整備に関連の深いもの
のデザインが含まれており、より配慮された使いやすさへの志向性がうかがえ
よう。
２）．シークエンス分析
　少子化対策・子育て支援施策において子育ち・子育てキーワードのシークエ
ンス分析を行った結果と考察を示す。
　まずキーワードにはコンセプト・キーワードと項目キーワードがあると考え
られる。
　コンセプトキーワードは、新エンゼルプランで使われたバリアフリー、プラ
スワンで登場する子育てバリアフリーなど施策のコンセプトを示すと考えられ
る。
　さらに項目キーワードは各施策の中で整備対象となった具体的項目である。
　住宅（8）・居住地（8）　住宅・居住地は、従来の課題の見直しをはかった『新
しい少子化対策について』及び最も重点を置くべき二つの課題のみを示した『重
点戦略』以外のすべてで抽出された。エンゼルプランにおいて少子化の遠因と
位置づけられて以来、子育て世帯への公共・民間住宅における供給と質の確保、
職住近接を中心に、施策のなかで取り組まれてきたことになる。住宅と居住地
は、ほかの子育てバリアフリー項目のように整備が終了するというものではな
く、次々に子育て世代へ対応すべき特性を持つものであるため継続性が必須で
あるためであると考察できる。さらには、供給そのものが十分ではない可能性
も考えられる。国土交通省（2010）の調査においても、“すまい”については、「対
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象者に効果的な住まいを提供する仕組みの構築が期待される」と書かれている
のみで、効果については特に示されていない。
　道路（5）　道路は連続性をほとんど持たず５回抽出された。エンゼルプラ
ンでも子ども・子育てビジョンでも抽出される。少子化・子育て施策のはじめ
から課題となり、まちづくり関連施策においても扱われ整備はすすみながらも
課題は残ると考察できる。
　子育てバリアフリーマップ（5）　プラスワンにおいて子育てバリアフリー
が開始されて以来、整備の推進のみならず、その情報を子育て主体や周囲に知
らしめることの重要性を示したものであろう。
　劇場（4）　劇場については、優先入館及び料金サービスの二つが内容とし
て示されてきたが、応援プランにおいての観覧室整備へと変更した。内容につ
いての変遷はあるが、連続して抽出されたキーワードである。
　STS（4）　STSは、プラスワン以降４回抽出された。しかし、前述のとおり、
その内容は幼稚園等の送迎サービスから買い物代行、支援センター等の送迎、
など様々な取組みがあげられたが、応援プランにおいて実証実験が必要である
ことを示して以降、扱われていない。今後の検討課題となるであろう。
　遊び場（3）　遊び場は、初期の少子化・子育て支援施策であるエンゼルプ
ラン・少子化対策推進基本方針・新エンゼルプランで連続して抽出された。し
かしそれ以降にはみられない。考察としては、新エンゼルプラン以降のまちづ
くりの視点が子育てバリアフリーへうつり子どもの遊び場の充実については、
施策の課題としては公園の安全などをとりあげたものであろうと考えられる。
　段差（3）　段差は子育てバリアフリーがコンセプトキーワードとして初出
した少子化対策プラスワンより3回抽出された。キーワードとして抽出されな
い場合にも、歩道や建造物、公共施設のバリアフリーとして段差の解消は含ま
れてきたが、子育てバリアフリーのコンセプトが取り上げられて以来、項目と
して挙げられたと言えよう。
　トイレ（3）・旅客及び車両（低床電車・バス）（3）・託児室（2）・授乳コーナ （ー2）
子育てバリアフリーの中心的取組として少子化対策プラスワン以降に示され
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た。子ども・子育て応援プランにおいては、キーワードとしては抽出されなかっ
たが、内容としては含まれていた。整備としては進められてきたものであると
考察できる。
　シックハウス（2）　少子化社会対策基本法・対策大綱、応援プランの2回で
抽出された。シックハウス対策が住宅整備において根付いたと判断されたのか
どうかの検討が必要である。
　公園（2）　公園は少子化社会対策基本法・対策大綱、応援プランで抽出さ
れた。しかし、内容としては公園の安全について示したものであり、公園の構
造や種類等については初期の遊び場に含まれると思われる。
　育児グッズ（2）・キッズデザイン（1）　少子化社会対策基本法・対策大綱
では製品の研究開発推進、応援プランで安全性の確保、子ども・子育てビジョ
ンではキッズデザインと変遷している。
総合的考察
　子育て期に特有の問題　高齢者や障害者等の持つ障壁と子育て主体の持つ障
壁には本質的な違いがある。吉田（2009）・国土交通省（2010）で指摘された
ように高齢者や障害者等の障壁（バリア）は恒常的なものであり、一方で、子
育てにおける移動の障壁（バリア）は一過性のものであるともいえる点である。
つまり、子育て時期の移動の大変さは子どもの成長に応じて解決する、恒常的
なバリアではなく発達移行に伴いのりこえられていくものと考えられているの
ではないかという仮説が生成される。
　子育て支援施策の中の子育てバリアフリーの考え方は、決してハードの問題
ではなく、「安心して子どもを生み育てる社会」であることが子育て主体ある
いは次世代に伝わるためのものであることは繰り返し強調されてきた。安心し
て子どもを生み育てる社会であることが伝わるには時間がかかり、またわかり
やすく伝える必要があろう。さらに、一過性のものであるからこそ、子育て主
体が子どもを連れて外出をすることの意味づけが問われると思われる。さら
に、子育てに特化したまちづくりをめざした場合には、「ベッドタウン」や団
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地のように比較的近い年齢の人々が集中して住むような地域育児なり介護なり
のサービスに特化され効率を上げることができるかもしれないが、世代的に再
生産されにくくなる（大沢，2004）などの先行研究の知見もあり、持続可能な
まちづくりにおいてはバリアフリーの実施とともに、ユニバーサルデザインの
推進が不可欠となろう。
　ユニバーサルデザイン大綱及びバリアフリー新法後　ユニバーサルデザイン
大綱後においては、障害者・高齢者対策の先行は存在するものの、子育て・子
育ちへの配慮（子ども連れの外出、妊婦、子どもなどの表記）がみられる。障
害者基本計画においては、障害者が自己選択と自己決定の下に社会のあらゆる
活動に参加、参画する共生社会の実現が求められており、障害者が自らの能力
を発揮し、自己実現できるように支援するための諸施策等が進められているよ
うに、成人が子育てを通して自己実現に向かうことができるような社会を目指
して都市環境整備を行うことの重要性が必要であろうと思われる。
　少子化の原因として　少子化対策・子育て支援施策においては、都市環境整
備の視点は住宅・居住地の問題が少子化の背景になっているとされて以来、各
施策において少子化対策の具体的項目として扱われてきた。しかし、いずれの
施策においても第一義的な位置づけではなく、さらに重点戦略などで触れられ
ないことから、直接的・緊急性をともなうものではないとされてきた。よって
重要性は認知され取り組みは進んではきたが、少子化の直接的原因として、あ
るいは子育て支援に必須の項目としては位置付けられていない。
　項目の変化　まちづくりの視点においては、出現したキーワードは多岐にわ
たりそのシークエンスは一定ではない。住宅・居住地のように対象となる子育
て主体が次々にかわるものについては継続した取り組みが必要であり、エンゼ
ルプラン以降15年間の施策で扱われてきた。しかし、子育てバリアフリーのよ
うに、整備の推進がある程度すすんだと思われるのちには情報の周知や設備の
運用へと視点を変える必要があるものもあった。
　さらにキーワードの出現のシークエンスが一定でないことから、まちづくり
における子育ち・子育てへの視点は十分な検討がなされていないことがうかが
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える。
　子育てバリアフリーの登場　プラスワンにおいて出現した子育てバリアフ
リーというコンセプトは、まちづくりの中での子育ち・子育てへの配慮を示し
た画期的な表現であろう。ユニバーサルデザインをふまえたバリアフリーの一
面として意義深いものであると思われた。しかしその効果については明らかな
研究はない。国土交通省（2010）の調査研究等においても推進事例等をあげる
にとどまり、今後の調査研究が期待される。
今後の課題
　まちづくり関連施策と少子化・子育て支援施策の両面において、まちづくり
における子育ち・子育ての視点は重要であることは確認できた。また、両施策
において関連や連携が認められるが、まだまだ十分であるとは言い難い。住宅・
居住環境の整備、ユニバーサルデザインを踏まえたバリアフリーなど、その時
期において最も解決すべき問題を含みながら内容は検討され整備の推進が行わ
れているが、内容は一定でなく効果も明らかではない。子育ち・子育て環境を
考えよりよいものにしていくためには、少子化・子育て支援施策とまちづくり
施策の融合、連携は必須である。今後のさらなる整備推進、検討が望まれる。
　施策の効果の検証　本研究においては、都市環境整備の不十分が少子化の原
因であること、少子化解決に直接的に役に立つことを示すことはできなかった。
施策の効果の検証としては、総務省行政評価局による行政評価の実施や、各地
方自治体単位で行う行政評価、あるいは各省庁で行う調査研究があげられるが、
人口問題審議会（1997）の「少子化に関する基本的考え方について－人口減少
社会、未来への責任と選択－」等においてもまちづくりの視点は含まれず、国
土交通省の調査研究（2010）においてもその効果の検証は十分とは言い難い。
今後、少子化の原因とならずとも少子化に歯止めをかける要因としてまちづく
りの取り組みに効果があるのかについての検証や実証研究が必要であるといえ
よう。
　具体的施策の精査　具体的項目が一定でなく、また多岐にわたることについ
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てその整備状況の確認と効果等評価の必要性は今後の課題である。しかし、少
子化・子育て支援として町づくりの視点が必要なことであることは施策の中で
一貫して取り上げられてきたことは評価ができる。応援プランの巻末「検討課
題」において「社会全体で次世代の育成を効果的に支援していくため、地域や
家族の多様な子育て支援、働き方に関わる施策、児童手当等の経済的支援など
多岐にわたる次世代育成支援施策について、総合的かつ効率的な視点に立って、
その在り方等を幅広く検討する」とされており、すなわち広範囲にわたる施策
については課題を検討していくことが必要であり、すべての課題を解決する必
要はないという姿勢であることがうかがえる。少子化の直接的原因とは言えな
くともまちづくりの視点が子育て期・成人期の自己実現を支えるものであるこ
と、社会全体が子育ち・子育てに配慮をしていることを伝えることのあり方の
検討が今後さらに必要であろうと思われる。
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